
「環境と経済の好循環のまちモデル事業」は、地域発の創意工夫と幅広い主体の参加によって環
境と経済の好循環を生み出すまちづくりに取り組んでいるモデル地域に対し、一般会計による事業
と石油及びエネルギー需給構造高度化対策特別会計による事業の双方一体とした支援を行っていく
ことにより、環境保全をバネにしたまちづくりの成功例を広く国の内外に示し、日本全体、さらに
は世界で環境と経済の好循環を生み出していくことを目的としています。

18’予算額20.4億円

q　社会の要素も加味した環境と経済の好循環のまちづくりについて、地域から創意工夫のアイディアを
　　　募集します。

w　選定評価委員会によって大規模1カ所、小規模1カ所のモデル地域を選定します。
e　環境と経済の好循環のまちづくりに向けた取組を推進するため、地域のまちづくり協議会に対して、

　　　下記2の委託事業を委託するとともに、下記3の交付金を交付し、モデル事業を集中的に実施します。
r　モデル事業の環境、経済、社会の３つの側面の統合的な効果を把握、評価し、国の内外に情報を提供

　　　していきます。

モデル地域に対し、環境と経済の好循環のまちづくりのための、q具体的な事業計画の策定、w地域の
各主体が連携する協議体の活動（例：協議会の開催、勉強会の開催、地域資源マップの作成等）、e事業
計画に掲げるソフト事業（例：消費者向けセミナーの開催）の実施、r事業の効果の把握と評価を委託し
ます。

　１ 概要

目的・意義

事業内容

　２ 委託事業の内容（一般会計による「地域エコ推進事業」（1.1億円）による委託）

モデル地域に対し、環境と経済の好循環のまちづくり事業を進めるために必要となるエネルギー起源の
二酸化炭素排出量削減のための石油代替エネルギー・省エネルギーに係る設備の設置に要する費用に充て
るための交付金を交付します。なお、国からの交付金を充てることのできる額は、事業計画に掲げる個々
の事業の事業費の3分の2が限度となります。
　（交付対象となる取組の例）
・ 風力発電設備の設置
・ 燃料電池、水素供給設備の設置
・ 建物の高断熱・遮熱化、複層ガラスの導入補助
・ 民生部門における石油代替エネルギー、省エネルギー機器等による二酸化炭素排出削減実証事業の実施
・ 木質ペレットストーブの導入等

　３ 交付金事業の内容（石油特別会計による「地球温暖化を防ぐ地域エコ整備事業」に　　
　　よる交付金の交付）

地球温暖化を防ぐ地域エコ整備事業
（担当：総合環境政策局環境計画課）

1．委託・交付金交付対象者
　  選定評価委員会によって選定されたモデル地域における協議会
2．対象事業
　（1）委託事業
 　協議会の運営、具体的な事業計画の策定、セミナーなどの普及啓発事業等事業計画に掲げるソフト事業の実施、事
 業効果の把握・評価等
　（2）交付金事業
 　環境と経済の好循環のまちづくり事業を進めるために必要となる、代替エネルギー、省エネルギーに係る設備
 を設置するための以下に掲げる事業であって、環境保全の観点から、エネルギー起源の二酸化炭素排出削減効果
 の高いもの。
　　 q 協議会以外の者が行う設備設置事業に対して、当該協議会が行う助成事業
　　 w 協議会が行う設備設置事業

委託・交付内容
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　　 2（1）の事業については、国からの委託により実施します。
　　 2（2）の事業については、個々の設備設置事業の事業費の3分の2が限度となります。

　q　モデル地域からは、国において定める評価手法に関する基本的ガイドラインを踏まえて、事業1年目
　　　終了時に、効果の測定・評価手法について報告をしていただきます。
　w　また、事業実施の2年目終了時及び事業完了時には、地域において事業による効果の測定を行い、そ
　　　の結果を報告していただきます。
　e　さらに、事業完了後3年を経過した時点において、効果の持続状況等の報告をしていただきます。
　r　地域からいただいた報告については、選定評価委員会において評価することとなります。

4．事業効果の報告と評価

3．負担割合

　　地域から募集する環境と経済の好循環のまちづくりの提案は、平成18年から20年までの3カ年の事業
　計画の形で提出してもらうこととなります。提案には、地域の新しいアイデンティティとなるようなまち
　づくりのコンセプトを示していくとともに、次のような取組を盛り込むことが求められます。
（1）地域資源を的確に把握し、地域の特色を活かした取組が提案されている。
（2）幅広い主体が参加し、創意工夫を凝らした独自のアイディアを盛り込んだ取組が提案されている。
（3）環境保全効果（特に、二酸化炭素排出削減効果）及び経済活性化効果の高い取組が提案されている。
　　　かつ、これらの効果について、客観的な根拠をもった具体的な目標が示されている。

　　（環境保全効果）
　　・事業により設置する小型風力発電設備の発電見込み
　　・省エネ型リフォームにより実現されるエネルギー使用量削減見込み
　　・地域内の住民・事業者の電力使用量の減少
　　・アンケート調査による地域内の住民・事業者の環境保全意識の変化
　　（経済活性化効果）
　　・事業所数、就業者数の増加
　　・住民一人あたりの課税対象所得の増加
　　・各種指標の全国平均からの乖離状況の改善や過去のトレンドからの改善
　　・アンケート調査による地域内の住民・事業者の経済認識の変化
（4）他の地域への高い波及効果が見込まれる取組が提案されている。
（5）幅広い主体の参加により構成された、事業について協議するための地域の協議会が設立されている（設
　　　立の見込みがある）。
（6）事業期間が完了した後も、一定の効果が継続することが見込まれる取組が提案されている。
（7）事業計画において、全体として交付金額の2倍以上の事業が計画されている。

（目標設定の基礎となりうる指標の例）

5．公募提案に当たっての留意点

個々の設備設置事業の事業費

2/3以下

環境省

いずれも、例にとらわれることなく、地域の条件に即した指標・手法を用いて目標を設定する
ようにして下さい。

1/3以上

民間団体
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